新型インフルエンザに対する事業継続計画(BCP)
【入所施設・短期入所事業所　作成例】
平成２３年　　月
○○○○（施設名）
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Ⅰ　基本指針
（記載例）
健康危機である新型インフルエンザの流行に対し、高齢者の生活を支える施設としての社会的使命を果たすため、入所者及び利用者及び職員の安全確保に努めながら、事業活動を継続することを目的とする。
　計画の立案・実行にあたっては、国・県・地域等の対応計画等と協調するものとし、地域の医療機関、行政機関等と連携して対策を進める。
　なお、新型インフルエンザの発生状況によって、必要な対応は異なるため、国や県などからの情報に注意し、適切な対応をとるように努める。
　【ポイント】

Ⅱ　施設概要　（平成　年　月　日現在）
　（記載例）
１　施設概要

　　　特別養護老人ホーム　　定員○名　入所者　○名

　　　短期入所生活介護　　　定員○名

２　職員の状況　

　　　表１　職員数　　　　　　　　　　　
	
	通常時職員数
	非常時出勤可能職員数

	
	常　勤
	非常勤
	常　勤
	非常勤

	介護職員
	　　　名
	　　名
	　　名
	名

	看護師
	
	
	
	

	生活相談員
	
	
	
	

	機能訓練指導員
	
	
	
	

	介護支援専門員
	
	
	
	

	栄養士
	
	
	
	

	事務職員
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	


【ポイント】


３　併設施設等
　（通所介護事業所の場合）

　（１）○○通所介護事業所
　　　　　　　　　利用者数　　　　　　名
　　　　　　  　　１日利用者数　　　　名
　　①　支援が必要な利用者の内訳　
　　・週3日以上支援が必要な利用者数　　　　　　　　名
　　・週3日支援が必要な利用者数　　　　　　　　　　名
　　・週2日支援が必要な利用者数　　　　　　　　　　名
　　・週1日支援が必要な利用者数　　　　　　　　　　名
　　・家族等の支援で足りる利用者数　　　　　　　　　名

　　　②　必要な支援内容別内訳
　　・入浴の介助が必要数　　　　　　　　　　　　　　名

　　・排せつ、食事の介助が必要な利用者数　 　 　　　名 　
　　・健康観察の必要な利用者数                      名 
　　・見守り（重度認知症等）が必要な利用者数        名 
　　・生活援助（調理）が必要な利用者数　            名 
　　・買い物援助が必要な利用者数　                  名 
　【ポイント】

Ⅲ　健康危機管理組織
１　新型インフルエンザ対策委員会の設置
（記載例）

　・新型インフルエンザ発生時の円滑な事業運営並びに利用者及び職員の安全

　　確保を図るため、事業所内に新型インフルエンザ対策委員会を設置する。

　・管理者を委員長とし、○○を副委員長とする。

　・組織の構成は表２のとおりとし、意思決定者は表３のとおりとする。

　・総務課に事務局を置く。　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　・委員会は委員長が必要とみなした都度、開催する。
　
　
表２　新型インフルエンザ対策委員会構成・組織





表３　意思決定者と代替意思決定者

	業務
	意思決定者
	代替意思決定者

	施設全体の方針
	全体意思決定者
(管理者)
	①　○○○○

②　○○○○

	入所者・利用者への対応
	入所者・利用者対応班意思決定者
(○○○)
	①　○○○○

②　○○○○

	施設の運営
	施設運営班意思決定者
(事務長)
	①　○○○○

②　○○○○ 

	給食業務
	給食班意思決定者

(栄養士)
	1  ○○○○


【ポイント】

２　事務分掌
（記載例）
（１）　事務局
　　施設全体の運営をつかさどる。平常時には職員の研修や情報収集、BCPの管　

　理、関係機関との連携。危機発生時には、全体の調整業務を行う。
　
　①　感染予防の検討及び啓発と実施
　　　ア 職員への研修
　　　　　すべての職員に対して、感染予防策の基礎知識の周知徹底と新型インフルエンザについての必要な知識、基本的な対応を習得させる。適宜、演習等を組み込んだ研修を行う。
  【ポイント】

　　　イ 職員自身の健康管理の徹底
感染の発生と拡大を防止するために、職員の健康管理を行う。
・定期の健康診断を必ず受診し、自己の健康管理に努める。
　　　　・通常のインフルエンザの予防接種を受けるようにする。
　　　　・発熱・咳・下痢など感染症の疑われる症状を呈した場合は、事務局に報告し、医療機関を受診する。　　　
  【ポイント】
　　　
ウ 委託業者、ボランティア等の健康状態の把握
　　　　施設運営班からの報告を受け、職員・利用者・来訪者全ての情報を集約する。
　②　情報収集と周知
　　　ア 新型インフルエンザの発生状況等に関する情報収集
　　　　　新聞やテレビ、インターネットなどで、発生地域や症状などの情報を確認し、随時最新の情報を入手する。
　 【ポイント】
　　　イ 保健所等の関係機関との情報交換
　　　　　保健所や関係行政機関との連絡体制を確実にしておく。
　 【ポイント】
　　　　　施設内で患者が発生した場合の対応方法を確実にしておく。
　【ポイント】
ウ 発生時に出勤可能な職員の把握と人員計画
　　　　　発生時に出勤困難となる職員を予め把握し、少ない人員で運営するための配置計画を立てる。
　【ポイント】
　　　エ 発生段階に応じた勤務体制の検討
　　　　　継続すべき業務、縮小または休止できる業務を振り分ける。
　【ポイント】
　　　オ 併設の通所系サービスの休止時期の検討
　　　　　県、保健所、市役所等から情報を収集するとともに、県本部等からの要請等を踏まえて、最終決定は委員長が下す。
　【ポイント】
　　　カ 医療機関等との連携
　　　　　新型インフルエンザに関する健康教育・指導、職場環境に関する指導、罹患者(職員)及びその疑いがある者への対応についての助言(自宅待機にすべきかの判断を含む)を得ることとする。
　　　
（２）　入所者・利用者対応班

　　施設の入所者・利用者に対する健康状況の把握や感染防止対策の指導、入
　所者・利用者の家族に対する説明や周知を行う。
　①　感染予防の検討及び啓発と実施
　　　ア 入所者・利用者の健康状態の把握
          毎日の健康チェックのほか、心肺系の慢性疾患や糖尿病、腎臓疾患等の重症化のリスクの高い基礎疾患の有無、服薬内容の把握、さらに予防接種歴等の確認を行う。
　【ポイント】
　　　
イ 来訪者(面会者)への対応
　　　　　入室・退室時、介護時の手洗いや咳エチケットを徹底する。
　　　　　来訪者(面会者)が体調不良の場合に面会を制限することに関して、十分説明し、理解を得る。
　【ポイント】
ウ 入所者・利用者、家族への周知方法の検討
　　　　　面会を中止した場合の家族への連絡（手紙、ＦＡＸ、電話など）
　　　　を確実に行う。
　　　　　　　　　　 家族・ボランティア・業者等の施設来訪者へは玄関等に掲示すること　

　　　　　　　　　 により情報を周知する。
　　　　　

　【ポイント】
（３）　施設運営班

　　施設の維持管理に関する業務を行う。

　　①　感染予防の検討及び啓発と実施
　　　ア 委託事業者、ボランティア等の健康状態の把握
　　　　施設に入る前に健康状態をチェックし、感染症が疑われる場合はマスクの着用や立入の自粛などを要請する。
　　　

　　　イ 施設の清掃・消毒
　　　　具体的な清掃・消毒方法について、担当職員に徹底する。
　　　
　　　ウ　感染防護物品等の管理

　　　　
エ　業務休止中の施設のメンテナンス

オ　業務継続に不可欠な取引業者について
　　　　　清掃・クリーニング・感染性廃棄物処理業者、おむつ業者等の出入業者が業務継続できない場合の代替業者を選定する。
（４）　給食班
　　給食に関する業務を行う。

①　情報収集と周知
　　　ア 業務継続に不可欠な取引業者について
　　　　　給食委託業者が業務継続できない場合の代替業者を選定する。
　　　イ 入所者の給食継続に向け必要な対策の検討
　　　　　緊急食としての保存食を施設内に備蓄する。
Ⅳ　業務の縮小・休止の考え方
（記載例）

（入所施設）
　流行期に表１で記載した非常時出勤可能職員により業務を継続するため、入所者の健康状態に留意しながら、入所者に対して行うサービスは次のとおりとする。
　①　行事

　　行事は、原則としてすべて中止する。

　②　提供サービス

　　施設で提供するサービスは、利用者の状態や医師の判断等に基づき、

　最低限のもの（食事と排せつケアなど）に絞る。

　③　食事サービス

　　・食料の確保
　　　　状況に応じて、備蓄した缶詰やレトルト食品などを利用するとともに、　

　　　補給や給食サービス等の対応について、食料納入事業者や給食委託事業

　　　者と連携を図る

　　・人員不足への対応

　　　　調理員等の食事提供職員が不足する場合は、近隣の関係機関に協力を

　　　要請するとともに、やむを得ない場合は、外部の給食サービスを活用し、

　　　きざみ食程度の加工で対応する。
　　・食事提供時間

　　　　食事時間は、状況に応じて、人手の確保しやすい時間（朝食：遅め、

　　　夕食：早め）に変更する。
　④　排せつケア

　　状況に応じて紙おむつを使用することとし、交換は可能な限り行う。　
　⑤　入浴サービス

　　入浴サービスを休止する場合は、清拭を行う。

　⑥　併設の短期入所サービス

　　次の場合は、新規受け入れを休止する。

　　・施設の入所者、短期入所の利用者において、インフルエンザ罹患者が発　　　

　　　生し、受け入れ対応困難と施設が判断した場合

　　・職員の欠勤が増加し、あらゆる努力をしてもサービス提供が困難になっ　

　　　たとき
　　
【ポイント】

Ⅴ　感染予防と感染拡大防止

（記載例）

１　平常時
　
  ①感染拡大防止策
・遵守すべき施設環境基準（室温・湿度、トイレ等の消毒等）の設定とチ　　　　　ェック体制

・利用者の施設利用時の健康チェック体制の確立

・勤務中の職員の健康状態の把握、報告体制の確認

・一般的な感染症対策として消毒、清掃の実施

・温湿度計、ふた付きのゴミ箱、加湿器などの機材の整備
②感染予防策の周知
・新型インフルエンザ発生後の感染予防対策について職員に周知
・手洗い、咳エチケットなど一般的な感染予防対策について利用者に周知
③感染防護物品及び生活必需品の確保

・必要な感染防護物品及び日常生活用品のリストアップ
・リストアップした物品、用品の在庫、消費期限の確認及び備蓄

④健康状態の把握

・入所者（通所施設の場合、家族も含む）の健康状態に変化があったときの連絡体制の確認
・職員やその家族の健康状態に変化があったときの連絡体制の確認
⑤罹患時の対策の検討

　　入所者・職員やその家族が罹患した場合の対応を検討

　  ・入所者が罹患…感染者を個室に移し(複数の場合は同じ部屋に集め)、専
　　　　　　　　　　任の職員がケアを行う。感染者にはサージカルマスクを
　　　　　　　　　　着用していただき、職員は必要に応じ、N95マスク、手袋
　　　　　　　　　　等の感染防護具を着用する。
　　　　　　　　　　解熱後２日間は感染時に準じて対応する。
　　・職員が罹患………解熱後２日間は自宅待機とする。
　　・職員の家族が罹患…職員は自宅での健康観察を基本とするが、自宅での

　　　　　　　　　　　　感染予防を徹底し症状がない場合は、マスクを着用

　　　　　　　　　　　　し、勤務することも可。

　　【ポイント】


２　県内発生時
①感染予防対策の徹底
　　・事前に備蓄した感染防護物品の確認、不足分の感染防護物品を確保

　　・サージカル（不織布）マスクの着用

　　・手洗いの徹底

②有症者への対応

　・入所者は、個室隔離

　・通所者は、利用の自粛

　・職員は、出勤停止
③入所者の健康チェック体制の強化
・毎日定時に体温測定
・通所者は来所前と来所時の健康チェックを徹底
④職員、職員の家族等の健康状態の把握

・職員出勤時に体温測定と健康状態を報告

・３８℃以上の発熱又は自覚症状がある職員、また感染者と濃厚に接触し自宅待機を要請されている職員は出勤をさせない
　　・職員の同居家族等が感染した場合、職員に症状がなくても潜伏期間の間は、サージカルマスク着用とする
⑤出勤時の感染リスクの回避

　・公共交通機関の利用を控え、自家用車通勤を推奨
⑥施設管理

　　・施設入口に手洗い、消毒設備を設置し、手指消毒を徹底
　　・職員以外の立ち入りを原則として制限

　　・施設内の消毒強化

　　・施設内の換気、温湿度管理（加湿）、ごみ箱設置等の環境整備
⑦来所者、面会者の扱い

　　・立ち入り前に健康状態を確認し、有症状者の面会を制限

・来所者名簿への記載を求める

・手洗い、手指消毒の上、マスク着用を依頼する
⑧外出の自粛等
・勤務中の職員並びに入所者の外出を制限する

・施設内で患者発生時は、入所者が一堂に会する機会を極力減らす

　

　【ポイント】

上記の記載例を参考に、事業継続計画の策定指針や基本方針を記載してください。





上記の記載例を参考に、併設事業所等の概要等を記入してください。


通所系サービスでは、業務を休止する場合、必要な代替サービスの目安とするため、上記の項目を押さえておく必要があります。








委員長（管理者）・（代理者　○○○○）





事務局（総務課長）





　この項では、健康危機発生時の指揮命令系統を記載しておきます。感染症対策委員会がある施設では、委員会のメンバーや役割等を書くとよいでしょう。


　また、管理・監督職員が罹患し、出勤できない事態に備え、代理として意思決定を行う職員をあらかじめ決めておくことは危機管理ではとても重要です。











手引きP10（チェック表１－⑮）を参考にしてください。








手引きP13（チェック表３－⑫、⑬）を参考にしてください。








手引きP9（チェック表１－④）を参考にしてください。








手引きP23（資料２）を参考に施設内及び関係機関の緊急連絡網（平日、休日・夜間）を作成します。





Ⅱ　施設概要の欄に具体的人数を記載することで、発生時に出勤可能な職員数で、優先順位の高い業務を運営することができるかどうかを判断します。


手引きP24（資料３）も参考にしてください。





Ⅳ　業務内容の欄に、書かれた業務内容で、優先順位を検討し、感染拡大期に向けて縮小する業務を事前に決定しておくことが必要です。





事業の休止の検討や決定については、Ⅲ　健康危機管理組織で、検討し、意思決定を行います。





手引きP9（チェック表１－⑦）を参考にしてください。








手引きP38（資料９－①）を参考にしてください。


を参考にする。








手引きP39（資料９－②）を参考にしてください。
































職員の状況等は変化しますので、実際に発生した場合には再確認が必要ですが、BCP作成を機に一度作成しておくことが、発生時の円滑な対応につながります。


「職員の状況」は常勤換算数ではなく、実人員を記入してください。職種については、適宜追加・修正・削除してください。


「非常時出勤可能職員数」は、保育所や学校、介護施設などが休業し、職員が育児や介護をしなければならない「非常時」に出勤可能な職員数を意味します。














　新型インフルエンザ流行期には、施設内の消毒や入所者（利用者）の健康チェックなど、業務が増加します。


　表１に記載した非常時出勤可能職員で業務がこなしきれなくなったときは、業務の縮小や急を要しない業務の中断が必要になります。加えて、出勤可能職員が罹患すれば、更なる業務の縮小、中断が必要になります。


　業務の縮小、中断のイメージは、手引きP22（資料１）を参考にしてください。








手引きP25~P32（資料４～６）を参考にしてください。








【入所者・利用者対応班】


（看護、介護、リハビリ職員）


・施設内の清掃消毒


・入所者・利用者の健康状態の把握


・面会者対応





【施設運営班】


（事務職員）


・マスクや消毒液などの確保


・代替業者の確保





【給食班】


（栄養士、調理員）


・食料の備蓄


・備蓄食料を使った献立の作成





【業務内容】





　手引きP34（資料７）を参考にしてください。


　飛まつ感染防止のため、対面的な食事や事業を中止します。


　施設内に有症状者が出た場合には、予防的なマスクの着用を


行います。


　高齢者の場合、３８℃まで熱が上がらない場合があるので、平熱と比較することが必要です。























　利用者・職員やその家族が罹患した場合の対応については、県対策本部の情報に基づき決定することになりますが、基本的には上記のとおりです。











